
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

22,788 千円

22,758 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 2,284 千円
一般財源 20,504 千円

担当課 産業振興部　農林水産整備課 課長 山本　雅喜

担当者 恒石　陸月 問合せ先 0957-53-4111（内線254）

施策 1305 林業の振興
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名
おおむらの「自然豊かなの森」を育む
事業

現状維持 予算額

事業期間 令和元年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

森林経営管理法
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律

森林整備に当たっては、所有者の経営意欲の低下や所有者不明森林の増加、境界未確定森林の存在や担い手の
不足等が大きな課題となっているなか、令和元年度から、森林を支える仕組みとして森林環境税が創設され、
森林整備や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進、普及啓発等に活用するため、森林環境譲与税が配分さ
れることになった。

　森林環境譲与税は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の「森林整備及びその促
進に関する費用」に充てることとされており、譲与税を活用した取組を下記のように大きく２つに分け実施す
る。

森林環境譲与税

間伐と人材育成・担い手の確保に関すること

森林整備

木材利用の促進や普及啓発等に関すること

木製おもちゃ 木製メダル

木製の積み木配布 公共施設の木造化・木質化の促進

・意向調査、現地確認、間伐、

森林プランナー試験受験、林道

の維持補修など

・対象：出生届を提出された

　お子様へ（企画中）

・対象：大村市小・中学校ス　　　　

ポーツ表彰を受賞される方

・対象：保育施設、子育て支援センター等 ・材料費としての譲与税活用。

（担当部署への財源充当。）

【事業の目的】

・森林経営管理法に基づいた

適正な森林管理の促進、健全

な森林保全を図る。

【事業の目的】

・木材の良さを知ってもらう

ために地元材を使用した取

組を行い、啓発を図る。

（事例）



事業概要シート

【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

意向調査済森林面積 計画値 ha 0 60 16 16 16

木材製品の配布数 計画値 個 297 297 1224 1174 1174

指標名 単位
Ｒ５
(実績)

Ｒ６
(計画)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

森林経営管理の方向性決定
（方向性決定面積/意向調査計画面積）

計画値 ％ 0 100 100 100 100

木材量（木材製品に使用） 計画値 m3 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 合計
事業費 22,049 18,140 22,758 22,788 22,597 22,597 130,929

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 10 19 28 2,284 34 34 2,409
一般財源 22,039 18,121 22,730 20,504 22,563 22,563 128,520
人件費 2,619 3,149 2,862 2,862 2,862 2,862 17,218
職員(人) 0.35人 0.40人 0.34人 0.34人 0.34人 0.34人 2.11人

時間外勤務(h) 37h 120h 195h 195h 195h 195h 937h
会計年度任用職員(人) 0.00人
フルコスト 24,668 21,289 25,620 25,650 25,459 25,459 148,147

妥当性
(市の関与)

森林環境譲与税を活用して森林整備をすることを市の責任において実施する必要がある。

有効性
(施策貢献度)

林業の振興について、本事業を行うことで森林資源の活用や林業経営の活動に貢献できるた
め、施策貢献度は高い。

効率性
(コスト)

本事業は森林環境譲与税を活用した事業であるため、一般財源への影響は少ない。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価のとおり


